
ρ鵞尋猷聯 鱈 匝漏鵬萌
日
頃
よ
り
あ
た
た
か
い
ご
支
援
、
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

３
月
議
会
は
２‐
年
度

一
般
会
計
予
算
な
ど
３６
議
案
が
審
議
、
可
決
さ

れ
ま
し
た
。
日
本
共
産
党
は
、
松
田
議
員
が
代
表
質
問
、
細
川
議
員
が

一
般
質
問
に
立
ち
ま
し
た
。
市
財
政
の
健
全
化
と
住
民
福
祉
の
向
上
の

立
場
で
、　
一
般
会
計
予
算
、
競
輪
事
業
予
算
、
病
院
事
業
の
関
係
予
算

・
独
法
化
に
係
る
議
案
な
ど
１９
議
案
に
反
対
。
教
育
委
員
の
任
命
な
ど

４
件
の
人
事
案
に
同
意
。
市
民
の
声
、
願
い
を
市
政
に
届
け
ま
し
た
。

入
院
ベ
ッ
ド
不
足
が
深
刻
に
…

鰺  亀  蝙聯・

医
療
ニ
ー
ズ
に
応
え
る

４
月
よ
り

「地
方
独
立
行
政
法
人
　
玉

野
医
療
セ
ン
タ
ー
」
が
発
足
し
ま
す
。
市

民
病
院

（１
９
９
床
）
と
三
井
病
院

（１

１
０
床
）
を
経
営
統
合
し
、
民
営
化
に
近

い
法
人
と
し
て
３
年
間
は
２
病
院
体
制
で

運
営
。
２
０
２
４
年
に
完
成
予
定
の
新
病

院
は
１
９
０
病
床
に
縮
小
さ
れ
、
三
井
病

院
は
廃
院
と
な
り
ま
す
。

黒
田
市
政
は
、
自
公
政
権
が
進
め
る
医

療
費
抑
制
政
策
い
い
な
り
に
、
地
域
医
療

の
実
情
を
無
視
し
て
医
療
体
制
の
縮
小

・

安
心
の
地
域
医
療
を

松田たつお

弱
体
化
を
す
す
め
て
い
ま
す
。

２
病
院
の
入
院
患
者
数
は
１９
年
度
実
績

で
年
約
７
万
５
千
人
。
１
病
院
と
な
る
玉

野
医
療
セ
ン
タ
ー

。
新
病
院
の
中
期
計
画

（案
）
で
は
２４
年
度
の
入
院
患
者
数
目
標

は
約
６
万
１
千
人
で
す
。
年
間
で
約
１
万

４
千
人

（１
日
約
３８
人
）
の
入
院
先
は
な

く
な
り
、
さ
ら
に
後
期
高
齢
者
が
増
え
続

け
る
だ
け
に
医
療
難
民
を
つ
く
る
こ
と
に
。

「地
域
医
療
を
守
れ
」
の
声
を
上
げ
、

改
善
を
求
め
ま
し
ょ
う
。

容 81-2329

市議会議員

市
長
の
公
約
違
反
は
明
白

ｔ

細 川 健 ―
容 41-2217

「市
民
セ
ン
タ
ー
は
本
庁
並
み
の
機
能

に
充
実
す
る
」
が
黒
田
市
長
の
公
約
で
す
。

公
約
と
は
真
逆
に
昨
年
４
月
か
ら
市
民
セ

ン
タ
ー
窓
口
業
務
の
廃
止
を
強
行
。

コ
ン

ビ

ニ
交
付
利
用
は
わ
ず
か
昴
％
。
圧
倒
的

多
数
の
年
約
１
万
８
千
人
の
市
民
は
無
理

や
り
本
庁
窓
口
に
行
か
さ
れ
、
不
便
と
負

担
を
強
い
ら
れ
て
い
ま
す
。

コ
ン
ビ

ニ
交

波の感染拡大への対策強化のため PCR検 査の

拡大、医療機関への減収補填な どを国に要請す

るとともに、本市で も検査体制の拡充を要望。

また、市民・事業者への市独 自の新たな支援策

を求めました。

里両
冒船騨晦琳螺慨輌∩二戸を

付
を
実
施
し
た
県
内
他
市
で
支
所
等
の
窓

口
を
廃
止
し
た
市
は
な
く
、
玉
野
市
だ
け

が
支
所

・
出
張
所
の
な
い
住
民
サ
ー
ビ
ス

最
低

・
最
悪
の
市
に
落
ち
込
み
ま
し
た
。

こ
ん
な
市
民
に
冷
た
い
市
政
に
憤
り
、

「窓
口
業
務
を
復
活
せ
よ
」
の
声
が
広
が

っ
て
い
ま
す
。

旧
三
井
造
船
は
、
玉
野
事
業
所
で
の
商
船

建
造
か
ら
撤
退
し
、
中
国
に
設
立
し
た
合
弁

会
社
等
に
図
面
供
与
じ
商
船
建
造
の
主
要
拠

点
と
す
る
方
針
で
す
。
艦
艇
事
業
は
三
菱
重

工
に
譲
渡
し
、
玉
野
で
の
建
造
を
続
け
る
予

定
で
す
。
産
業
空
伺
叱
が
進
み
、
詞
直
下
清

65歳以上の高齢者向けワクチ ン接種は、市よ

り接種券 (ク ーポン券)を 4月 下旬に郵送 し、

高齢者宅に 5月 9日 頃までに届けられ、医療機

関 (か か りつ 0す 医等)では 5月 10日 以降か ら予

約受付が開始 される予定です。変異株など第 4

わ
れ
、
地
域
経
済

へ
の
打
撃
は
深
刻
で
す
。

目
先
の
利
益
に
走
る
こ
と
な
く
、
「社
会
に

人
に
信
頼
さ
れ
る
も
の
づ
く
り
企
業
で
あ
り

続
け
ま
す
」
の
企
業
理
念
に
も
と
づ
き
、
玉

野
で
の
商
船
建
造
を
継
続
し
、
地
域
雇
用
を

子
る
よ
う
、
こ
動
を
去
ず
ま
し
よ
う
。
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マイナンバーカー ドの危険性 !

の充実で市民ホ位の政治ヘ

国は、マイナンバーカー ドを健康保険証に、やがては運転免許証

どと一体化させ、銀行 口座へのひも付けも促進 します。カー ド利

が進むと膨大な個人情報を国・デジタル庁で集積・管理し、国民

視を強めようとしています。カー ド普及が進まないのは、政府が

人情報を掌握・管理することに、国民が強い不信感を持っている

らです。いま、菅政権が成立を狙っている「デジタル関連法案J

は「基本理念Jに個人1青報保護の文言がありません。個人情報を

る法規制や仕組み、自己情報のコントロール権の強化が必要です。

市当局に、マイナンバーカー ド取得は強制ではない、任意である

と、健康保険証も従来通り使用できることを市民に周知するよう

請しました。

一部の特定企業には手厚い市政

市
長
は
２‐
年
度
市
政
運
営
の
基
本
方
針
で

「義

務
教
育
学
校
」
設
置
の
検
討
に
言
及
し
、
市
教
委

も
今
年
２
月
に
東
児
地
区

（鉾
立
小

・
東
児
中
）

と
荘
内
地
区

（荘
内
小

・
荘
内
中
）
で
Ｐ
Ｔ
Ａ
役

員
、
学
校
運
営
協
議
会
委
員
ら
に
向
け
、
「義
務
教

育
学
校
」
試
行
モ
デ
ル
校
の
説
明
会
を
実
施
。
荘

内
地
区
で
は
期
待
の
声
が
あ

っ
た
も
の
の
、
東
児

地
区
で
は
鉾
立
小
の
校
舎
耐
震
化
問
題
も
あ
り
、

■観客が減少傾向で、不急の競輪場整備に20億 円も公金投入。

競輪事業を包括委託する市外企業に2020年度だけで21億 円

の儲けを提供。

■渋川観光駐車場も4月 から通年有料化 (1時間100円 )。 東京

に本社のある企業に運営委託し、企業に駐車料の利益を提供。

岡山、香川、広島、鳥取県などの海水浴場で駐車料金を通年

で有料化しているところはありません。

■「生涯活躍のまち」の名で民間企業の観光・健康ビジネス開発に

税金 1億 4千万円を支援。効果はほとんどなくムダづかいに。

ま
ず
。保
護
者
・地
域
・

試
行

へ
の
不
安
の
声
が
多
く
、
理
解
が
得
ら
れ
ま

せ
ん
で
し
た
。

今
後
、
保
護
者
、
地
域

へ
の
十
分
な
説
明
が
必

須
で
あ
り
、
理
解
が
得
ら
れ
な
い
ま
ま
で
の
試
行

は
困
難
で
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
、
学
校
の
在
り
方

に
つ
い
て
は
、
教
育
の
論
理
を
柱
に
据
え
て
、
保

護
者
、
地
域
、
教
職
員
、
子
ど
も
の
声
を
し

っ
か

り
聞
き
な
が
ら
検
討
す
る
よ
う
求
め
ま
し
た
。

教
職
員
に
十
分
な
説
明
を

文
科
省
は
４０
年
ぶ
り
に
学
級
編
制
基
準
を

３５
人
に
改
定
し
、

２‐
年
度
か
ら
５
年
か
け
て

小
学
校
の
３５
人
学
級
に
踏
み
切
り
ま
し
た
。

し
か
し
、
規
模
も
ス
ピ
ー
ド
も
不
十
分
と
の

批
判
の
な
か
、
少
人
数
学
級
の
独
自
施
策
を

拡
充
す
る
自
治
体
も
増
え
て
い
ま
す
。

中
学
校
も
早
く
３５
入
学
級
に

介
護

。
国
保
会
計
は
市
民
か
ら
保
険
料
を
取
り
す
ぎ
、
莫
大

な
基
金

・
繰
越
金
を
た
め
込
ん
で
い
ま
す
。

コ
ロ
ナ
禍
の
も
と

市
民
の
暮
ら
し
を
支
援
す
る
た
め
、
た
め
込
み
金
の

一
部
を
市

民
に
返
還
し
、
高
す
ぎ
る
国
保

・
介
護
保
険
料
を
少
し
で
も
引

義 務 教 育 学 校  程I言連:籠警夏殖疎〒

中 9年間一貫 した教育課程を持つ新 しい学校種。

(全国で126校/一般財団法人 日本私学教育研究所、

2020年 12月 25日 付「学校数の推移」より)

本
市
の
小
学
校
は
既
に
３５
人
学
級
で
す
が
、

中
学
校
は
未
だ
で
す
。
市
教
委
の
調
べ
で
は
、

こ
の
４
月
時
点
で
、

３５
人
超
の
学
級
は
２
つ

だ
け
。
国
の
動
向
を
待
つ
の
で
は
な
く
、
市

独
自
で
中
学
校
で
の
３５
人
学
級
を
進
め
る
よ

う
求
め
ま
し
た
。

コ
ロ
ナ
禍
の
生
活
支
援
に
保
険
料
の

一
部
返
還
を

き
下
げ
る
よ
う
求
め
ま
し
た
。

鳥
取
、
山
口
市
な
ど
多
く
の
自
治
体
で
介
護
保
険
料
を
引
き

下
げ
て
い
ま
す
が
、
玉
野
市
政
は
市
民
の
願
い
に
背
を
向
け
て

い
ま
す
。


